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地方分権の推進と地方自治の充実・発展にむけて、精力的に取り組まれている貴職に対しまして心より敬意を表します。

さて、世界同時不況に端を発した国際経済情勢の悪化が日本経済にも深刻な影響を与えるなかで、自主財源に乏しい町村の行財政運営はかつてないほど厳しくなっています。雇用確保、公共サービスの機能強化と、自治体が果たす役割はますます重要となっていますが、財政難を理由とする必要不可欠な公共サービスの切り捨てや、労働条件切り下げなど、自治体における国民生活を不安定にさせる要因は増大しています。

我々、全国約700の町村職労で組織する自治労全国町村評議会は、自らの賃金・労働条件の改善にとどまらず、住民福祉の維持・向上と地域の発展をめざし、活動を続けるなかで、地方財政計画・地方交付税の充実・強化は、必要不可欠であると考えます。

つきましては、町村財政対策に関する下記の要求の実現に向け、貴職として全力で取り組まれるよう、要請いたします。

記

１．税源移譲の実施

（1）　国と地方の税源割合を５：５とし、国庫補助負担金制度の改革を進め、税源移譲を確実に実施すること。

（2）　税源移譲の実施にあたっては、税源移譲の税目と税率の設定などについて都道府県、市町村との間のバランスや税源の地域偏在性などに十分に配慮した地方税体系とすること。

２．地方交付税制度の機能強化

(1)　　税財源の格差是正機能の強化と町村財政の充実のため、地方交付税制度が持つ財政調整機能と財源保障機能の二つの機能を堅持強化すること。

(2)　　地方交付税の算定にあたっては、小規模自治体に対する段階補正を復元すること。
３．自治体財政健全化制度

　自治体財政健全化法の運用にあたっては、小規模自治体である町村財政の実情
を考慮し、財政指標のみで公共サービスのあり方を判断しないこと。また、サービ
スの維持・確保を最優先にした財源措置等の充実をはかること。

４．退職手当債の同意・許可については、定員管理・給与適正化の状況の一部を捉えてその是非を判断するのではなく、将来の償還財源が確保できると認められる場合にはその計画を尊重することとし、計画の修正を求めないこと。

また、公的資金補償金免除繰上償還の適用にあたっては、財政健全化計画・経営健全化計画の全体状況を総合的に勘案するとともに、人件費の削減に関する事項については、自治体が自主的に策定した計画を尊重し、計画の修正を求めないこと。
以上

